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大手町・丸の内・有楽町エリアのサステイナブルなまちづくり 一般社団法人大丸有環境共生型まちづくり推進協会
　　　　（エコッツェリア協会）

エコッツェリア協会は大手町・丸の内・有楽町エリアのサステイナブルなまちづくりの推進を目的として設置され、当協会会員による「ワーキンググループ」、丸の内朝大学
や打ち水プロジェクトなどの「コミュニティアクション」、都市の低炭素化などを研究する「市場調査／R&D(研究開発)」、新丸ビル10階にある環境戦略拠点「エコッツェ
リア」の運営の４事業領域からなるシンク＆ドゥタンクです。

2013年9月・10月のエコッツェリア トピックス

大手町・丸の内・有楽町（以下、大丸有）地区のサステイナブルなまちづくりを行うシンク＆ドゥタンク「エコッツェリア協会」では、まちづくりや未来
の社会を考えるイベントやプロジェクトを多数実施しています。本ニュースレターでは、当月のイベントや各プロジェクトの進捗をまとめ、当協会の情報を
提供します。文化、学び、食など何をするのも快適な秋。多様な角度から、都市を楽しみ、都市で考える、実り多い季節がやってきます。

だいまるゆう

▶▶▶当協会の会員企業向け研究会である「環境経営サロン」の活動内容をまとめた書籍『環境でこそ儲ける』(小林光【編著】／東洋経済新報社／2013
年3月発売）が、大丸有エリア内企業の社内研修資料として活用されています。本書では、環境技術や環境サービスを、CSRや社会貢献として使うだけでな
く、本業である事業活動とどう結びつけるのか。豊富な企業事例とともに紹介し、今後求められる環境先進企業像を描いています。

http://ecozzeria.jp/

大丸有エリアの環境配慮をミニアセスに照らして体系化

調査研究部門

環境省が公募 　した「平成25年度住民参加による低炭素都市形成計画策定モデル事業(アセスガイドライン利用ケース)」に、株式会社三菱地所設計の
「大丸有地区の環境共生型まちづくりの取り組み事業」が採択され、エコッツェリア協会は本事業に共同実施者として参画します。
採択事業では、大丸有地区の環境配慮の充実、およびアセスガイドライン　 に照らした地区内で実施してきた環境配慮の体系化と再構築、アセスガイド
ラインの改善点提案などを目標としています。

2013年度採択

「日本食」の真の価値、未来食としての可能性を考える

地球大学

地球環境の様々な問題や解決策について学び、21世紀の新たな地球観を提示するシンポジウム「地球大学」。
2013年度は「食」を中心テーマに、第1回となる10月3日(木)は、「日本食」の真の世界遺産的価値、その未来食としての可能性に焦点をあてます。ゲスト
に、トップアスリートやミスユニバース候補の若い女性などへの栄養指導を通じて日本食の予防医学的価値を研究・啓蒙している細川モモさん、地域の食育
活動のなかで食材や料理法、箸の使い方や「いただきます」といった挨拶まで含めたトータルな「日本人の食の文化」の価値再生を図る中田典子さんを迎
えます。コーディネーターは、地球大学の主宰である、Earth Literacy Program代表の竹村真一さんです。
▶時間：18時30分～21時00分　会場：エコッツェリア（新丸ビル10階）

10月3日(木)

環境省「平成25年度住民参加による低炭素都市形成計画策定モデル事業
(アセスガイドライン利用ケース)」

出勤前に、東京駅近くの朝大農園で秋野菜を収穫

丸の内朝大学9月下旬～

出勤前の平日朝に約30の講座を開講する市民大学「丸の内朝大学」の農業クラス受講生による「丸の内朝大農園サークル」が、2013年5月から千代田区大
手町の日本ビル前で畑を耕しています。広さは約30平方メートル。週1回、おもに朝集まり、作付、育成、収穫を行っています。さらに長野県諏訪市の耕
作放棄地1反(1000平方メートル)も朝大農園として借りており、都市と地域の連携、双方での農作業体験を通じたコミュニティ育成を目指していいます。
▶場所：日本ビル(千代田区大手町2-6-2)　※農作業は随時行っております。取材はお問い合わせください。

※2 

※１　公募は、民間事業者等が実施する都市再開発事業について、CO2削減をはじめとする環境配慮事項に係る目標の設定、環境影響の予測・評価及び環境保全措置の検討をもとにして行う目
標達成に向けた具体的取組、実施体制等の検討並びにこれらの実施に伴う住民等の広範な関係者の参画を行うモデル的な取組を対象にされました。
※２　平成24年5月に環境省が公表した「サステイナブル都市再開発アセスガイドライン～先進的環境配慮のために～」のこと。都市開発を、より環境に配慮された持続可能なものにしていく
ために、都市再開発の実施主体に期待される自主的な環境配慮の取り組み検討プロセスを示したもの。今後特に取り組みの強化が求められる「温室効果ガス排出量の削減」「生物多様性への
配慮」「ヒートアイランド現象の緩和」「資源循環の促進」について事業者が取り組むべき事項を整理しています。
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